
 

（様式１－３） 

普代村復興交付金事業計画 復興交付金事業等（岩手県交付分）個票 

平成 29年 12月時点 

※本様式は１－２に記載した事業ごとに記載してください。     

NO. 5 事業名 漁港環境整備事業 事業番号 C-1-1 

交付団体 県 事業実施主体（直接/間接） 県（直接） 

総交付対象事業費   150,000（千円） 全体事業費     79,218（千円） 

事業概要 

東日本大震災津波により全壊した堀内漁港（第２種漁港）において、地域水産業の復興に向け、

快適にして潤いのある漁港環境を創出するため、緑地等を整備するもの。 

(1) 防災施設：広場、駐車場 1式  

(2) その他施設：便所１棟、休憩所２棟 等 

 

【岩手県東日本大震災津波復興計画 復興実施計画 p38】 

・県単独漁港災害復旧事業 

津波により被災した漁港用地などの本格的な復旧を実施 

※当該事業を復興ビジョン、復興計画、復興プラン等に位置付けている場合は、該当箇所及び概要も記載してください 

 

（事業間流用による経費の変更）（平成 29 年 10月 11日） 

 事業完了により本工事費等の額が 70,782千円（国費：53,085千円）減額したため、宮古市 C-1-1

農用地災害復旧関連区画整理事業（復興基盤総合整備事業）へ 14,228 千円（国費：H23 補正予

算 10,671 千円）、山田町 C-1-1 農用地災害復旧関連区画整理事業（復興基盤総合整備事業）へ

40,014 千円（国費：H23 補正予算 30,010 千円）、山田町 C-1-2 漁港環境整備事業へ 12,950 千円

（国費：H23補正予算 9,712 千円）、山田町 C-1-3漁港環境整備事業へ 3,590 千円（国費：H23 補

正予算 2,692千円）を流用。これにより、交付対象事業費は 150,000 千円（国費：112,500千円）

から 79,218 千円（国費：59,415 千円）に減額。 

 

当面の事業概要 

平成 24年度～25年度 設計（便所、四阿） 

平成 24年度～26年度 工事 

 

東日本大震災の被害との関係 

事業実施施設は津波により全壊しており、地域水産業の復興に向け、快適にして潤いのある漁

港環境を確保する整備が必要。 

本漁港は、漁業活動のための漁港としての利用だけではなく、地域住民及び漁業者の憩いの場

としての多面的機能を有しており、漁港環境施設については、漁業活動の安全性及び作業効率の

向上等に資するための必要不可欠なものとなっている。 

背後集落については、津波による被害は少ないが、地域の安全性向上と併せて、漁港の復旧だ

けではなく当該施設の整備を進め、地域水産業及び漁村の発展に努めていく必要がある。 

 

関連する災害復旧事業の概要 

平成 23年度から堀内漁港の災害復旧事業に着手し、平成 25年度に完成。 

 

※効果促進事業等である場合には以下の欄を記載。 

関連する基幹事業 

事業番号  

事業名  

交付団体  



 

基幹事業との関連性 

 

 


